
平成20年度

首都圏整備に関する年次報告

第171回国会（常会）提出



この文書は、首都圏整備法（昭和31年法律第83号）第30条の2の
規定に基づき、首都圏整備計画の策定及び実施に関する状況について、
報告を行うものである。
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●凡　例●

本文中の「首都圏」、「東京圏」、「近隣3県」、「周辺4県」等は、特にことわりのない限り、
次の区域を示す。

首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
近隣3県：埼玉県、千葉県、神奈川県
周辺4県：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県
都心3区：千代田区、中央区、港区
多摩地域：東京特別区を除く東京都（島しょ部も含む）
関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県


